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令和８年度酒々井町下水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条  令和８年度酒々井町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）接続戸数                    ９，３８６戸 

（２）年間総排水量              ２，５８７，００７㎥ 

（３）一日平均排水量                 ７，０８８㎥ 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

第１款 下水道事業収益             ４８６，９６９千円 

第１項 営 業 収 益            ４４２，５３１千円 

第２項 営 業 外 収 益             ４４，４３８千円 

支      出 

第１款 下水道事業費用             ５１４，１５３千円 

第１項 営 業 費 用            ４９３，８８９千円 

第２項 営 業 外 費 用             １５，２６４千円 

第３項 予 備 費              ５，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額１２７，７４８千円は、当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額２７，６４０千円及び過年度分損益勘定留保

資金１００，１０８千円で補てんするものとする。）。 

収      入 

  第１款 資 本 的 収 入             １８５，６８２千円 

   第１項 企 業 債            １５０，８００千円 

   第２項 補 助 金             ２４，７９４千円 

   第３項 負担金及び分担金             １０，０７８千円 

   第４項 その他資本的収入                  １０千円 
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支      出 

第１款 資 本 的 支 出             ３１３，４３０千円 

第１項 建 設 改 良 費            ２６９，９４１千円 

第２項 企 業 債 償 還 金             ３８，４８９千円 

   第３項 予 備 費              ５，０００千円 

  

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

水洗便所改造資金利子補給 
借入れの日から 

３０カ月以内 
借入残額の年利 4.0％以内 

管 渠 修 繕 改 築 事 業 
令和８年度から 

令和９年度まで 
１１９，８８９千円 

 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

定める。 

起債の目的 限度額 
起債の 

方法 
利率 償還の方法 

公共下水道事業 ５００千円 

普通貸借 

又は 

証券発行 

年利 5.0％以内 
（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金及び

地方公共団体金融

機構資金について

利率の見直しを行

った後において

は、当該見直し後

の利率） 

政府資金については、

その融資条件により、

銀行その他の場合に

はその債権者と協定

するものによる。 

ただし、財政の都合

により据置期間及び

償還期限を短縮し、又

は繰上償還もしくは

低利に借換えするこ

とができる。 

特定環境保全 

公共下水道事業 

２１，４００ 

千円 

建設改良事業 

（管渠修繕改築事業・上岩橋

地先雨水ポンプ場整備事業） 

１２８，９００ 

千円 

  

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

  （１）消費税及び地方消費税の支出に充てる場合 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。 

  （１）職 員 給 与 費                ２５，８９３千円 

 

令和８年３月３日提出 

 

酒々井町長  金 塚  学  



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

酒 々 井 町 下 水 道 事 業 会 計 
 

予 算 に 関 す る 説 明 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



収　入

　　 款　　　　　　項　 　　　　　 目　　　　 予定額

1 下水道事業収益　　　　　　　　　　　　　　　 486,969

1　営業収益 442,531

1　下水道使用料 422,626

2　雨水処理負担金 19,616

3　その他営業収益 289

　　　　　　 2　営業外収益 44,438

1　受取利息 2

2　他会計補助金 284

3　長期前受金戻入 44,127

4　雑収益 25

支　出

   　 款　　　　    項　　　    　　目　　　　 予定額

1  下水道事業費用 514,153

1  営業費用 493,889

1　管渠費 25,886 光熱水費 16

通信運搬費 60

委託料 16,952

賃借料 14

修繕費 8,800

材料費 44

2　ポンプ場費 12,908 光熱水費 4,097

通信運搬費 628

委託料 4,883

修繕費 3,300

3　流域下水道維持管理費 180,781 負担金 180,781

4　業務費 15,071 委託料 15,071

5　総係費 28,398 給料 9,357

手当 5,082

　地域手当 375

令和８年度酒々井町下水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

（単位：千円）

備　　　　　考

（単位：千円）

備　　　　　考

雇用保険料自己負担分

佐倉市流入負担金

有収水量2,185,245㎥

雨水処理事業に係る一般会計負担金

下水道事業基金利息

減価償却費に含まれる補助金等相当分

公営企業繰出基準に基づく一般会計補助金
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支　出

   　 款　　　　    項　　　    　　目　　　　 予定額

　通勤手当 375

　期末手当 1,754

　勤勉手当 1,425

　時間外手当 760

　休日勤務手当 50

　住居手当 336

特殊勤務手当 7

賞与引当金繰入額 1,089

報酬 155

法定福利費 3,218

旅費 388

備消耗品費 145

燃料費 32

通信運搬費 27

委託料 3,300

手数料 19

賃借料 4,415

負担金 359

補助金 1

保険料 105

公課費 8

貸倒引当金繰入額 347

その他引当金繰入額 210

自動車需用費 141

6　減価償却費 229,506 有形固定資産減価償却費 205,621

　構築物 201,631

　機械及び装置 3,974

　工具器具及び備品 16

無形固定資産減価償却費 23,885

7　資産減耗費 1,339 固定資産除却費 1,339

2　営業外費用 15,264

1　支払利息 7,118 企業債利息

2　雑支出 2 その他雑支出

3　支払消費税 8,144 消費税及び地方消費税

（単位：千円）

備　　　　　考
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支　出

3　予備費 5,000

1　予備費 5,000

収　入

　　 款　　　　　　項　 　　　　　 目　　　　 予定額

1 資本的収入　　　　　　　　　　　 185,682

1　企業債 150,800

1　企業債 150,800

　　　　　　 2　補助金 24,794

1　国庫補助金 21,800

2　他会計補助金 2,994

3　負担金 10,078

1　他会計負担金 7,930 一般会計負担金

2　受益者負担金及び分担金 2,148

4　その他資本的収入 10

1　その他資本的収入 10

支　　出

　　 款　　　　　　項　 　　　　　 目　　　　 予定額

1 資本的支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 313,430

　　　　　　 1 建設改良費　　　　　　　　　 269,941

　　　　　　　　　　　　　　1 下水道施設拡張費 256,199 給料 10,554

手当 6,789

　地域手当 423

　通勤手当 965

　期末手当 2,385

　勤勉手当 2,007

　時間外手当 616

　休日勤務手当 50

　住居手当 336

　特殊勤務手当 7

法定福利費 3,654

備　　　　　考

（単位：千円）

資　本　的　収　入　及　び　支　出

（単位：千円）

一般会計補助金

（単位：千円）

備　　　　　考
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支　出

備消耗品費 121

委託料 85,586

賃借料 882

工事費 148,613

2　流域下水道建設費負担金 13,361 負担金 13,361

3　固定資産購入費 381 工具器具及び備品購入費 381

2　企業債償還金 38,489

1　企業債償還金 38,489 企業債償還金 38,489

3　予備費 5,000

1　予備費 5,000

（単位：千円）
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（単位：千円）

１業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 30,340

減価償却費 229,506

資産減耗費 1,339

引当金の減少額（△は減少） 699

長期前受金戻入額 △ 44,127

受取利息及び受取配当金 2

支払利息 7,118

未収金の増減額（△は増加） △ 5,193

未払金の増減額（△は減少） △ 12,890

小計 146,114

利息及び配当金の受取額 △ 2

利息の支払額 △ 7,118

業務活動によるキャッシュ・フロー 138,994

２投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 269,941

投資その他の資産の取得による支出 △ 10

国庫補助金等による収入 21,800

一般会計繰入金による収入 10,924

受益者負担金及び分担金による収入 2,148

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 235,079

３財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 150,800

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 38,489

財務活動によるキャッシュ・フロー 112,311

資金増加額（又は減少額） 16,226

資金期首残高 612,818

資金期末残高 629,044

令和８年度酒々井町下水道事業会計キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
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１　総　括

職 員 数 法定福利費 合     計

一 般 職 給     料 手     当 計

(人) (千円) (千円) （千円) (千円) (千円)

本 損益勘定支弁職員 3 9,357 5,082 14,439 3,218 17,657

年 資本勘定支弁職員 3 10,554 6,789 17,343 3,654 20,997

度 合 　　     　計 6 19,911 11,871 31,782 6,872 38,654

昨 損益勘定支弁職員 1 3,477 2,775 6,252 1,417 7,669

年 資本勘定支弁職員 1 3,811 2,775 6,586 1,647 8,233

度 合 　　     　計 2 7,288 5,550 12,838 3,064 15,902

比 損益勘定支弁職員 2 5,880 2,307 8,187 1,801 9,988

　 資本勘定支弁職員 2 6,743 4,014 10,757 2,007 12,764

較 合　 　     　計 4 12,623 6,321 18,944 3,808 22,752

扶養手当 管理職手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 時間外手当

(千円) (千円) (千円) (千円) （千円) (千円)

本　　年　　度 0 0 798 4,139 3,432 1,376

当 前　　年　　度 0 0 365 1,668 1,401 1,391

比　　　　　較 0 0 433 2,471 2,031 △ 15

通勤手当 住居手当
管 理 職 特 別
勤 務 手 当

休日勤務手当 特殊勤務手当

内 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本　　年　　度 1,340 672 0 100 14

前　　年　　度 275 336 0 100 14

比　　　　　較 1,065 336 0 0 0

２　給料及び手当の増減額の明細

区分 増 減 額　(千円)

12,623 給与改定に 392

伴う増減分

昇給に伴う 116

増 減 分

その他の 12,115 職員数の移動状況

増 減 分

6,321 制度改正に 104 地 域 手 当 △ 178

期 末 手 当 63

勤 勉 手 当 56

伴う増減分 通 勤 手 当 163

その他の 6,217 地 域 手 当 611

増 減 分 期 末 手 当 2,408

勤 勉 手 当 1,975

時間外勤務手当 △ 15

通 勤 手 当 902

住 居 手 当 336

給　　　　与　　　　費

区　　　　　分

　　　　　　　　　　 

2.1月→2.125月（0.025月引上げ）

給　与　費　明　細　書

増減事由別内訳(千円)

区　　　　　分

手

の

5％→4％

駐車場料金にかかる通勤手当の支給

   　　　　　　　　　　

訳

説     明 備     考

区  　　　分

2.5月→2.525月（0.025月引上げ）

手
　
　
　
　
　
当

本年度6人 前年度2人 増減4人

給
　
料
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３ 給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

令和８年２月１日現在

令和７年２月１日現在

（２）初任給

高　　校　　卒

大　　学　　卒

（３）級別職員数 (級別の標準的な職務内容)

区　　　分 級

級 　構 成 比（％） 参　事・課　長

７級 副課長・副参事

６級 主 幹 ６級

５級 副 主 幹 ５級

４級 主 査 ４級

３級 ５０．０ 副 主 査 ３級

２級 主 任 主 事 ２級

１級 ５０．０ 主 事 １級

計 １００．０

級 　構 成 比（％）

７級

６級

５級

４級

３級 １００．０

２級

１級

計 １００．０

令和７年２月１日現在

令和８年２月１日現在

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

２

３３４，０４４

３７歳３月

区　　　　　　　　　分 一　　般　　職

２７２，４００

３００，０２０

２９．３歳

３０２，４００

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額（円）

２

１

１

２

区　　　分
一　　　　　　般　　　　　　職

 職員数 (人）

区　　　　分
一　　　　　　般　　　　　　職

 職員数 (人）
７級

区　　　　分  一　般　職 （円）
国の制度

 一　般　職 （円）

１９４，５００

２２５，６００

１８８，０００

２２０，０００
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（４）昇給

（５）期末手当・勤勉手当

＊（　　）内は再任用勤務職員の支給率

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（７）地域手当

(％)

(人)

(％)

（８）その他の手当

同

扶　養　手　当

住　居　手　当

通　勤　手　当

定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

全 地 域

一 般 会 計 の 制 度

（２％～２０％加算）
４７.７０９

定年前早期退職特例措置

区　　　　分

支 給 対 象 地 域

４

そ の 他 の

加 算 措 置 等

３５年勤続

同

区　分

３３.２７０７５

２ ０ 年 勤 続

の 者 ( 月 分 )

４

６

職　 員 　数    （Ａ）(人）

昇給に係る職員数（Ｂ）(人）

 比  率 （Ｂ）/（Ａ）（％）

５号給 （人）

３号給 （人）

級等による加算措置

４号給 （人）

区　　　　　　　　分

１号給 （人）

号 給 別 内 訳

前
　
　
年
　
　
度

区　　　分

４号給 （人）

本
　
　
年
　
　
度

２号給 （人）

昇給に係る職員数（Ｂ）(人）

 比  率 （Ｂ）/（Ａ）（％）

号 給 別 内 訳

(２.４５)

２号給 （人）

（ 月 分 ）

支 給 率 計

４.６０

４.６５

５号給 （人）

１号給 （人）

３号給 （人）

合 計

６

５

区　　　　　　　　分

職　 員 　数    （Ａ）(人）

一般職

６

５

５

８３．３

５

２ 

８３．３

合 計

２ 

２ 

一般職

２ 

１００．０

２ 

４７.７０９４７.７０９

の者 (月分 )

２ 

１００．０

職制上の段階、職務の

有

有

有
４.６５

(１.２００)

備考
最 高 限 度

( 月 分 )

(２.４５)

(２.４０)

３３.２７０７５

２ ５ 年 勤 続

の 者 ( 月 分 )

一般会計の制度

本　　年　　度

前　　年　　度

４７.７０９

支 給 期 別 支 給 率

６ 月 （ 月 分 ） １２月（月分）
２.３２５

(１.２２５)
２.３００

一般会計の制度との異同

２.３２５
(１.２２５)

２.３２５
(１.２２５)

２.３００
(１.２００)

２.３２５
(１.２２５)

同

備　考

支 給 率 等

一般会計の制度

（支給率等）

２４.５８６８７５

２４.５８６８７５
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1.当年度提出に係るもの
（単位：千円）

期間 金額 期間 金額 企業債 国庫補助金 その他

水洗便所改造資金利子補給
借入残額の年
利4.0％以内

借 入 れ の 日 か ら
３ ０ カ 月 以 内

借入残額の年
利4.0％以内

借入残額の年
利4.0％以内

管渠修繕改築事業 119,889
令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で

119,889 119,889

2.過年度議決に係るもの
（単位：千円）

期間 金額 期間 金額 企業債 国庫補助金 その他

下水道料金調定・公営企業
会計システム等賃貸借業務
委託

36,020
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

3,665
令 和 ８ 年 度 か ら
令和１２年度まで

32,355 36,020

下水道料金徴収業務委託 114,694
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

14,168
令 和 ８ 年 度 か ら
令和１２年度まで

100,526 114,694

酒々井町上岩橋地先雨水ポ
ンプ場整備事業詳細設計業
務委託

9,108
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

0
令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

9,108 9,108

内水浸水想定区域策定業務
委託

30,688
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

0
令 和 ８ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

30,688 13,000 17,688

事項 限度額
前年度末までの支払義務発生

（見込）額
当該年度以降の支払義務

発生予定額
左の財源内訳

債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払義務発生
（見込）額

当該年度以降の支払義務
発生予定額

左の財源内訳
事項 限度額
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（単位：円）

（１）

イ 47,810,802

ロ 6,408,766,380

△ 2,628,177,666 3,780,588,714

ハ 112,154,233

△ 82,152,507 30,001,726

二 1,945,543

△ 1,486,316 459,227

ホ 320,532

△ 304,476 16,056

ヘ 564,269,081

4,423,145,606

（２）

イ 987,257,312

ロ 771,400

988,028,712

（３）

イ 86,728,704

86,728,704

5,497,903,022

（１） 629,043,823

（２） 42,538,000

671,581,823

6,169,484,845

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

令和８年度酒々井町下水道事業予定貸借対照表

（令和９年３月３１日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

１　固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

土 地

投資その他の資産合計

２　流　動　資　産

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

施 設 利 用 権

現 金 預 金

下 水 道 事 業 基 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

建 設 仮 勘 定
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（単位：円）

（１）  

イ 641,912,705

（２） 0

641,912,705

（１） 35,190,537

（２） 2,616,000

（３） 1,646,000

39,452,537

（１） 1,965,939,522

（２） △ 561,114,521

1,404,825,001

2,086,190,243

６　資　　本　　金

（１） 4,659,562,762

（２） 46,095,000

4,705,657,762

７　剰　　余　　金

（１） 39,412,401

39,412,401

（２）

イ 661,775,561

△ 661,775,561

△ 622,363,160

4,083,294,602

6,169,484,845

自 己 資 本 金

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

欠 損 金 合 計

欠 損 金

一 般 会 計 出 資 金

未 払 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

５　繰　延　収　益

長 期 前 受 金

引 当 金

企 業 債

資 本 剰 余 金 計

３　固　定　負　債

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

固 定 負 債 合 計

４　流　動　負　債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

剰　　　 余　　 　金

他 会 計 借 入 金
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令和７年度決算見込 
 

財 務 諸 表 
 

（税抜） 

  



１　営 業 収 益

（１） 361,870,253

（２） 4,935,756

（３） 403,000 367,209,009

２　営 業 費 用

（１） 9,576,063

（２） 8,644,764

（３） 159,723,228

（４） 14,089,051

（５） 12,507,162

（６） 229,043,429 433,583,697

66,374,688

３　営 業 外 収 益

（１） 0

（２） 376,873

（３） 44,201,660

（４） 7,730,132 52,308,665

４　営 業 外 費 用

（１） 7,844,862 7,844,862 44,463,803

21,910,885

５　特　別　損　失

（１） 過年度損益修正損 0 0 0

21,910,885

0

609,524,676

631,435,561

雨 水 処 理 負 担 金

減 価 償 却 費

そ の 他 営 業 収 益

経 常 損 失

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

長 期 前 受 金 戻 入

令和７年度酒々井町下水道事業予定損益計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営 業 損 失

管 渠 費

流域下水道維持管理費

下 水 道 使 用 料

(単位：円）

業 務 費

総 係 費

ポ ン プ 場 費

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

前 年 度 繰 越 欠 損 金

雑 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当

他 会 計 補 助 金

当 年 度 純 損 失
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（単位：円）

（１）

イ 47,810,802

ロ 6,410,105,380

△ 2,426,545,666 3,983,559,714

ハ 112,154,233

△ 78,179,507 33,974,726

二 1,564,543

△ 1,486,316 78,227

ホ 320,532

△ 288,476 32,056

ヘ 308,070,081

4,373,525,606

（２）

イ 997,771,312

ロ 771,400

998,542,712

（３）

イ 86,728,704

86,728,704

5,458,797,022

（１） 612,817,792

（２） 37,345,013

650,162,805

6,108,959,827

２　流　動　資　産

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

下 水 道 事 業 基 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

令和７年度酒々井町下水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

１　固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

土 地
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（単位：円）

（１）  

イ 526,303,242

（２） 0

526,303,242

（１） 38,488,602

（２） 15,506,380

（３） 947,000

54,941,982

（１） 1,940,127,522

（２） △ 516,987,521

1,423,140,001

2,004,385,225

６　資　　本　　金

（１） 4,705,657,762

4,705,657,762

７　剰　　余　　金

（１） 30,352,401

30,352,401

（２）

イ 631,435,561

△ 631,435,561

△ 601,083,160

4,104,574,602

6,108,959,827

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 金 合 計

剰　　　 余　　 　金

資 本 剰 余 金 計

欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

自 己 資 本 金

４　流　動　負　債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

流 動 負 債 合 計

５　繰　延　収　益

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

３　固　定　負　債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

他 会 計 借 入 金

固 定 負 債 合 計
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  注１）固定資産の減価償却の方法 

   （1）有形固定資産 

    ・減価償却の方法   定額法 

    ・主 な 耐 用 年 数   構築物：５０年、機械及び装置：１５年 

   （2）無形固定資産 

    ・減価償却の方法   定額法 

  注２）引当金の計上方法 

   （1）退職手当引当金 

     職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退

職手当引当金は計上していない。 

   （2）賞与引当金 

     職員の期末・勤勉手当の支出に備えるため、本年度末における支給見込額に基

づき、本年度の負担に属する額を計上している。 

   （3）貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額

を計上している。 

   （4）法定福利費引当金 

     職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、本年度末におけ

る支給見込額に基づき、本年度の負担に属する額を計上している。 

 


